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【第 208 回国会】令和４年３月２日（水）、第２回の委員会が開かれました。 

 

１ 厚生労働関係の基本施策に関する件 

・後藤厚生労働大臣、黄川田内閣府副大臣、佐藤厚生労働副大臣、深澤厚生労働大臣政務官及び政府参

考人並びに参考人に対し質疑を行いました。 

（参考人）独立行政法人地域医療機能推進機構理事長      尾身茂君 

（質疑者）山井和則君（立民）、柚木道義君（立民）、野間健君（立民）、山田勝彦君（立民）、高階恵美

子君（自民）、伊佐進一君（公明） 

 

（質疑者及び主な質疑事項） 

 

山井和則君（立民） 

 

（１） 令和４年２月 22 日の旧優生保護法に基づく強制不妊手術に係る大阪高裁判決について上告等を断念

すべきとの要望に対する厚生労働大臣の見解 

（２） 新型コロナウイルス感染者等に対応する介護・障害福祉事業所のホームヘルパーへの特別手当等に

対する補助関係 

ア 特別手当に要した費用に対する全額国庫負担補助の有無 

イ 全額国庫負担が認められる「社会通念上適当な額」にホームヘルパー等の給料と同等額程度の特

別手当を上乗せした場合が該当することの確認 

ウ 給料上乗せの場合にも当該上乗せ費用について全額国庫負担が認められることの確認 

エ 全額国庫負担の措置が昨年４月からの特別手当・給料上乗せに遡及することの確認 

オ 補助の上限額を超えた場合の厚生労働省との個別協議において適用を却下される可能性 

カ 補助が利用しやすいものとなるよう必要書類を簡素化する必要性 

（３） 新型コロナウイルス感染症関係 

ア 東京都の一昨日及び昨日の感染者数が前週を上回ったことを受けた今後の感染者数の方向性に関

する尾身参考人の見解 

イ 令和４年２月 24 日の厚生労働省アドバイザリーボードに提出された専門家有志による提言に濃

厚接触者の待機期間を７日間から５日間に短縮することが含まれるかの確認 

 

柚木道義君（立民） 

 

（１） 子どもへの新型コロナワクチン接種関係 

ア 接種に対する不安への対応の必要性 

イ 接種券を希望者のみに送付することが法令に違反しないことの確認 

ウ 接種券の送付対象者についての厚生労働省の見解を自治体に示す必要性 

（２） まん延防止等重点措置の解除関係 

ア 解除は経済圏一体でなくてもよいとの考え方が基本的対処方針分科会で共有されているか否かの

確認 

イ 新型コロナウイルスの新規陽性者数が高止まりしたまま第７波に移行する可能性及びその場合の

対策についての尾身参考人の見解 

ウ 解除に際しては感染の再増加を防ぐメッセージも発信する必要性 

（３） 高齢者への新型コロナワクチン 3 回目接種関係 

ア ２月末までの接種が対象者の約６割に止まったことへの釈明 

イ 高齢者施設における接種状況の調査結果の公表時期 

ウ 接種目標を再設定する必要性 
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（４） ワクチン／検査制度（仮称）についての今後の議論の方向性 

（５） 塩野義社製の経口薬が薬事承認された後の対応等も含めた今後の医薬品の承認の在り方 

 

野間健君（立民） 

 

（１） 老齢基礎年金関係 

ア 老齢基礎年金のみの受給者数及び月平均受給額 

イ 老齢基礎年金のみの受給者への支援の有無 

ウ 老齢基礎年金の平均月額と一人暮らしに必要な生活費との差額を年金制度で対応すべきとの指摘

に対する厚生労働大臣の見解 

（２） 歯科用貴金属関係 

ア 歯科で使用される金銀パラジウム合金の市場価格の変動により生じる販売価格と告示価格との乖

離への対応状況 

イ ウクライナ情勢により主要産出国であるロシアからパラジウム合金の確保が困難になる懸念 

（３） 放課後児童健全育成事業関係 

ア 放課後児童支援員の配置基準が参酌すべき基準とされたことによる問題発生の有無 

イ 放課後児童支援員の研修受講を促進するため環境整備を行う必要性 

（４） 地域医療構想に基づく病床削減についての新型コロナウイルス感染症が感染拡大するような有事の

場合及び平時の場合における対応方針 

 

山田勝彦君（立民） 

 

（１） 子どもへの新型コロナワクチン接種関係 

ア 重症化リスクの低い健康な子どもがオミクロン株に対して感染予防効果のないワクチンを接種す

るメリット 

イ 自治体の判断次第で接種券を一斉送付ではなく希望者のみに送付することも可能であることの確

認 

ウ 子どものワクチン接種はあくまで任意であって接種を受けるか否かで差別されることがあっては

ならないとのメッセージを厚生労働大臣から発出する必要性 

（２）雇用保険法等改正案関係 

ア コロナ禍で雇用が不安定な時に雇用保険の国庫負担割合を引き下げる理由 

イ 今回の改正によって失業手当が減額されることはないことの確認 

（３） 今般の介護・障害福祉分野の処遇改善のための交付額には保育分野と異なり事業所が負担する社会

保険料相当額が含まれていないため早急に制度を見直すべきとの指摘に対する厚生労働大臣の見解 

（４） 過疎地域から都市部への保育士流出の一因となっている地域別に報酬単価を設定する仕組みを見直

す必要性 

（５） コロナ禍による収入減に伴う就労継続支援事業所で働く障害者への所得補償関係 

ア 就労継続支援事業所は売上が減少し雇用調整助成金の対象外となっている現状を踏まえて障害者

本人に対する所得補償を検討する必要性 

イ 売上が減少している事業所は業種転換を検討すべきとの答弁の妥当性 

 

高階恵美子君（自民） 

 

（１） 新型コロナワクチン接種関係 

ア 20 代・50 代・80 代における２回接種者と未接種者それぞれの発症状況 

イ ４月上旬までに人口の６割を超える３回目接種の達成の可否 
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ウ 秋以降に向け流行状況のモニタリング等により接種対象を重症化リスク者に重点化するといった

戦略の見直しを進めるなどワクチン接種の実施に係る中長期の戦略の検討状況 

（２） 発効した国際疾病分類の第 11 回改訂版（ICD-11）の国内への適用に向けた統計委員会への諮問が未

だなされていない理由 

（３） 性同一性障害の患者に対する現行の保険診療上の課題と ICD-11 の発効に伴う取扱いの変更の有無 

（４） 健康増進策関係 

ア 性別と性差に関する科学的知見の集積が社会的包摂性を促進してきたことを踏まえて当該観点を

今後の健康戦略にも取り入れる必要性 

イ 女性就業者の中でも人数の多い 40 代・50 代の女性に対する更年期障害を理由とした離職防止策

など職場における支援の取組状況 

ウ 健康日本 21 の次期プランの策定に当たり男女の性差を踏まえるなど精緻な取組を行う必要性 

エ 画一的な定期健診だけでなく性差を考慮した検査項目の反映やストレスチェックの結果を本人に

フィードバックするなど個人ごとにカスタマイズされたデータヘルスにより未病対策を進める必要

性 

（５） 医療・介護・福祉分野の担い手不足に対応するための処遇改善の取組と今後の具体的方針及び新型

コロナウイルス感染症の自宅療養者をフォローアップするための地域の体制整備に向けた対応方針 

 

伊佐進一君（公明） 

 

（１） 新型コロナウイルス感染症対策関係 

ア 増やすべきと指摘してきた経口薬モルヌピラビルについての３人分という薬局における在庫制限

の現在の状況及び感染者が多い地域に重点配分する必要性 

イ オミクロン株では呼吸器症状より基礎疾患の悪化が重症化の原因になっていることを踏まえて酸

素飽和度や呼吸器症状で重症度を分類している「診療の手引き」を改訂する必要性 

ウ 通知が発出されていても対応する余裕がなく未だ呼吸器症状を中心に重症度を評価している現場

の判断を変えるための措置を講じる必要性 

エ 回復後の受入れ先が見つからず高齢コロナ患者の在院期間が長期化している現状を踏まえた回復

後の高齢者の受入れ体制整備に向けた対応方針 

オ 病床が逼迫している大阪に設置された軽症者向けの 1000 床の臨時の医療施設を高齢者の受入れ

先として活用できるよう国が支援する必要性 

（２） 不妊治療を進める上での流産や死産を経験した方へのグリーフケアの重要性を踏まえて支援団体か

ら佐藤厚生労働副大臣に手交した要望書への受け止めと対応状況 

（３） 国産の新型コロナ経口薬の治験環境の整備のために国が支援する必要性 

 


